
16年度目標 0 労働政策についての総合的な調査研究については.現在.我が国が直面する別紙に掲げる中長期的な労働政策の課題に係る調査研究
テ-マのほか.行政及び国民各層のニ-ズを踏まえたテ-マについて.政策の企画立案等に資する質の高い成果を出していると認めら
れることo
特に次の具体的な目標の達成を図ること.
く1 1政策の企画立案等に資するためにl中期目棲期閤中において-定の外部評価を受けた研究成果の発表を120件以上とすることo
く13年度及ぴ14年度の平均 年26件I

く2I調査研究事業について.有識者を対象としたアンケ-ト調査により.串分の2以上の者からr有益であるJとの評価を得ること.
el労働事情,労働政策に関する情報の収集.整理については.労働に関する政策研究や政策護論に資するよう.内外の労働事情.各種
の統計デ-タ等を機動的に収集.整理することo

6J.研究者.有識者の海外からの招碑.海外3rEe遣については.各国で共通する労働分野の課題について.各国の研究者.研究機関とネッ
トワ-クを形成しl相互の研究成果の交換,活用を図ることによって.労働間題の情報を共有し.政策の企画立案等に貢献することo

く診 調査研究結果等の成果の昔及.政策提言については.調査研究等の成果を迅速に関係者に情報尭信することにより.その普及を図る
とともに.調査研究等の成果を積極的かつ効果的に活用し.茸期的に政簾論議の場を提供することo
特に次の具体的な目棲の達成を図ること.
くI l調査研究等の成果について.二ユ-スレタ-を月1回以上.メールマガジンを週2回以上.関係者に情報発信することo
く21中期目標期間中におけるホ-ムペ-ジヘのアクセス件数を2,100万件以上とすることo C12年度から14年度までの平均.年456
万件I

く31中期目棲期間中におけるフオ-ラム.国際シンポジウム等の聞催のべ件数を39件以上とすることo
61労働関係事務担当職員その他の関係者に対する研修については.研究員による研究成果を活かし.第-線の労働行政機関で実際に役
に立つ能力やノウハウが取得できる研修を効果的に実施することo併せて.研修の場を通じて,労働行政の現場で生じている間溝や第
-線の労働行政機関の担当者の間題意識を吸い上げ.研究に活かすことo
特に次の兵体的な目棲の達成を図ること.
研修生に対するアンケート調査によりl 毎年度平均で85 %以上の者から r有意嘉だった-L との評価を得ることo

く別紙I

r労働政策の課題に係る調査研究テ-マコ
0失業の地域構造分析
t21労働条件決定システムの再構築
t3J我が国における雇用戦略
61多様な働き方を可能とする就業環境及ぴセ-フテイネット
61企菓の経営戦略と人事処遇制度等の総合的分析
61織業能力開発に関する労働市場の基盤整備
c21仕事と生活の調和を可能とする社会システムの構築
魯総合的な職業情報デ-タJqi-スの開発
c91ホワイト力ラ-を中心とした中高年離織者等の再就職支援
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